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	産地リスク軽減技術総合対策事業


	事業実施年度
	       　年度
	



	
	目標年度
	       　年度
	

	
	事業完了予定日
	    年　月　日
	

	



気候変動適応産地づくり支援事業実施計画書










事業実施主体名：　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 




代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







第１　事業実施体制の概要
	事業実施主体名
	
	代表者名
	

	代表者の所属組織の名称
	

	代表者の所属組織における役職
	

	設立年月日
	

	事業の対象（※）
	

	事業実施主体事務局が所在する住所
	〒


	事業実施主体事務局の連絡先










	事業担当者
	役職・氏名
	


	
	
	電話番号
	


	
	
	メールアドレス
	


	
	経理担当者
	役職・氏名
	


	
	
	電話番号
	


	
	
	メールアドレス
	


	事業実施主体を構成する団体・企業等

	



	事業実施主体の主な事業内容

	



	本事業の実施地区、生産者数及び面積
（地区が複数に分かれる場合は、主たる住所を記載）
	住所：〇〇
生産者数：　戸
面積：   ha

	これまでの該当事業に関連する取組状況

	




 　※　事業の対象欄には、「水稲」、「果樹」、「施設園芸」又は「その他農作物（農作物名を記載）」のいずれかを記載すること。

第２　総括表
	           
       事業内容
	          
       事業量 
	        
事業費（円）
	          負担区分（円）           
	       
    備　考  

	
	
	
	   国庫補助金   
	    自己資金     
	

	１　気候変動適応検討会の開催

２　適応計画の策定・補正

３　対策の実施
（１）システムの導入
（２）資材等の導入

４　効果の検証・分析

５　実証結果の取りまとめ

６　その他この事業の目的の達成に必要な取組
	
















	
















	
















	
















	

















	計

	

	

	

	




第３　事業の目的
	







第４　事業の成果目標
	成果目標の具体的な内容
	現状（平成　　年度）
	目標（平成　　年度）
	事後評価の検証方法

	




	




	




	






　注：「目標」欄には、事業評価が可能な数値目標を記入すること。

第５　事業実施計画
　１　気候変動適応検討会の開催
　（１）気候変動適応検討会の設置計画
	所属・役職
	氏　名
	専門分野
	備　考

	


	


	


	





　（２）気候変動適応検討会の開催計画
	開催時期
	開催場所
	協議内容
	備　考

	年　月


	



	



	






　（３）報告書の作成計画
	作成時期
	内　容
	配布先
	部　数
	備　考

	年　月

	


	


	                  部

	






　２　適応計画の策定・補正
　（１）適応計画の内容
	〇構成

〇概要





　（２）適応計画の補正（※）
	〇変更内容

〇構成

〇概要



　注：定めた適応計画を変更などの補正を行った場合に、その内容を記載すること。
　
　３　対策の実施
　（１）システムの導入
	導入時期
	システムの概要
	導入計画
	備考

	
年　月

	


	


	





　（２）資材等の導入
　　　ア　概要
	〇概要





　　　イ　導入計画
	導入時期
	導入場所
	対象
	実証内容
	備考

	年　月

	


	


	


	





　４　効果の検証・分析
　（１）システムの導入効果の検証・分析
	〇検証・分析計画

〇実施体制




　（２）資材等の導入効果の検証・分析
	〇検証・分析計画

〇実施体制




　５　実証結果の取りまとめ
	作成時期
	内　容
	配布先
	部　数
	備　考

	年　月

	


	


	                  部

	





　６　その他この事業の目的を達成するために必要な取組
	実施時期
	取組の内容
	取組の必要性
	備考

	            　年　月


	



	



	






　７　設備備品費の内訳
　（１）リース・レンタルにより調達する主な設備
	
設　備　名

	仕　様
製造会社名
型　式
	
用　　　途

	
金額(円)

	主として
使用する者

	
設置場所

	リース･レンタル
予定時期


	


	

	

	

	

	

	


	


	


	


	


	


	


	





（２）購入予定の主な備品等
	
備　品　名

	仕　様
製造会社名
型　式
	
用　　　途

	
金額(円)

	主として
使用する者

	
設置場所

	
納入予定時期


	


	

	

	

	

	

	


	


	


	


	


	


	


	







第６　経費の配分及び負担区分
	
事業名
	
補助率
	総　事　業　費
（Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	
備　考

	
	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	

	産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
(１)気候変動適応産地づくり支援事業
　ア　気候変動適応検討会の開催
　イ　適応計画の策定・補正
　ウ  対策の実施
　（ア）システムの導入
　（イ）資材等の導入
　エ  効果の検証・分析
　オ  実証結果の取りまとめ
　カ　その他この事業の目的を達成するために必要な取組
	



定額
定額

定額
1/2以内
定額
定額
定額

	              円












	              円












	              円












	













	合　　　計

	
	
	
	
	


　注：備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円、うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

第７　事業完了（予定）年月日

　　　　　　　平成　　年　　月　　日

第８　収支予算（又は精算）
　１　収入の部
	区　分

	本年度予算額（又
は本年度精算額）
	前年度予算額（又
は本年度予算額）
	比　　較
	
備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	                
           国庫補助金
           そ　の　他
           
	              円


	              円


	              円


	              円


	



	
           合　　　計

	

	

	

	

	




　２　支出の部
	区　分
	本年度予算額（又
は本年度精算額）
	前年度予算額（又
は本年度予算額）
	比　　較
	備　　考


	
	
	
	増
	減
	

	
産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
(１)気候変動適応産地づくり支援事業
　ア　気候変動適応検討会の開催
　イ　適応計画の策定・補正
　ウ　対策の実施
　（ア）システムの導入
　（イ）資材等の導入
　エ　効果の検証・分析
　オ　実証結果の取りまとめ
　カ　その他この事業の目的を達成するために必要な取組
	              円














	              円














	              円














	              円














	















	
合　　　計

	


	


	


	


	





第９　添付資料
　１　事業実施主体の定款（又は規約）など活動内容が分かる資料
　２　財務諸表等直近の資産、負債、収支予算、決算等に関する資料
　３　会計規程、旅費規程など、本事業の実施に関する事業実施主体の規程等
　４　気候変動適応計画（案）
　５　事業の一部を委託する場合はその委託契約書（案）（又は写し）
　６　その他、本事業の実施に当たり参考となる資料
　７　要綱別表の事業種類欄の１の（１）に係る事業内容欄に規定される取組ごとに、別表１－２の費目欄及び細目欄ごとの費用が明らかとなる資料
